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1はじめに                               
 近年、自動車交通量の増加に伴って、渋滞が深刻化している。渋滞は、時

間のロス、消費燃料のロス、排ガスによる大気汚染などの外部不経済効果を

引き起こす要因となっている。このような、外部不経済を解消するための取

り組みの一つとして、近年、渋滞を解消することを目的とした社会実験が高

速道路を対象に行われるようになってきた。このような試みは、高速道路の

利用料金を引き下げることにより、高速道路の利用者を増加させ、それによ

って並行する一般道の渋滞を減少させることを目的としている。 
 本研究は、一般道と高速道路が並行している区域であり、料金割引社会実

験を行っている区間（飛島ＩＣ～東海ＩＣ）を含む伊勢湾岸自動車道豊明Ｉ

Ｃ～湾岸弥富ＩＣ間とそれに並行する国道 23 号を対象とし、このような社
会実験が、高速道路の交通量をどの程度増加させ、一般道の交通量の減少に

どの程度役立ったかを検証することを目的としている。 
 
2伊勢湾岸道路社会実験                        
 対象区域は、愛知県名古屋市の伊勢湾名古屋港に臨海する伊勢湾岸自動車

道と国道23号である。国道23号は1日10万台を越える自動車が行き交う
重要な幹線道路であり、対象区域の名古屋港を中心とする臨海部は、中部圏

の産業経済を支える湾岸物流拠点である。その為、国道 23 号の慢性的な交

通渋滞は名古屋港の物流に大きな影響を及ぼしており、また名古屋南部地域

の住宅地では、沿道の騒音や大気汚染が問題となっている。 

対象区域内の伊勢湾岸道路飛島ＩＣ～東海ＩＣ間iにおいて、高速道路料金

割引実験が行われている。伊勢湾岸道路では、社会実験第1弾として往復割
引方式、第2弾として定額料金方式の二種類の実験が行われた。それぞれの
社会実験の詳細は表1にまとめる。また、定額料金方式の定期券料金を表2
にまとめる。 

【表1】社会実験詳細 

 

定期券料金（円） 

 軽自動車 普通車 中型車 大型車 特大車

飛島IC～名港中央IC 6000 7200 8400 10800 18000
飛島IC～名港潮見IC 12000 14400 18000 24000 40800
飛島IC～東海IC 16800 20400 24000 33600 56400
名港中央IC～名港潮見IC 6000 8400 9600 13200 22800
名港中央IC～東海IC 10800 13200 16800 22800 38400
名港潮見IC～東海IC 4800 6000 7200 9600 15600

【表2】定期券料金 

実験時の、伊勢湾岸道路インターペア交通量ii（全日・日平均）は、図のよ

うに実験前と比較して往復割引時は約4100台/日（約40％）増加し、定額料
金時は約400台/日（約4％）増加した。また往復割引を利用したインターペ
ア交通量は約 5700台/日、往復割引を利用したインターペア交通量は 1900
台/日であった。 

【図1】実験前・中ICペア交通量比較 

 
3計量モデルの構築                         
交通混雑問題に関する研究は、これまでいくつか行われてきている。

Yamazaki and Asada[2003]では、首都高速道路を対象に実際のデータを元
に実証分析を行った。分析の方法は、首都高速道路の各出入口間の交通量を

決める需要関数と費用曲線に当たる速度関数を求め、それらから混雑費用を

推計するというものである。 
 本稿では、Yamazaki and Asada[2003]の手法を元に、一般道と高速道路
の自動車交通需要について計量分析を行う。Yamazaki and Asada[2003]で
は、首都高速道路の需要関数を推計しているものの、一般道と首都高速道路

の代替性については、代替区間の距離の比でしか考えられていない。本研究

では、一般道と高速道路は代替関係にあり、互いの走行費用が互いの交通量

需要に影響を与えることを考慮に入れて、伊勢湾岸道路とそれに並行する国

道23号を対象に計量分析する。 
 
 自動車交通需要配分率決定モデルは、一般道と高速道路での互いの走行費

用とその他の経済的要因によって決定され、以下のように定式化される。 
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ただし、

He ，
Ge は燃費、Pは燃料価格、 H

sL ，
G
sL は区間sの区間長、

pは高速道路料金、wは時間費用（時間費用は高速道路と同一と仮定してい
る。）、

H
sV ，

G
sV は速度を表す（添え字、Ｈ，Ｇはそれぞれ高速道路と一

般道を表す。）。非説明変数は自動車交通需要配分率を表し、N H
s ，NG

s は断

面交通量を表す。説明変数は高速道路と一般道での一般化費用（右辺第2項
と第3項）とダミー変数となっている。ダミー変数は、往復割引実験ダミー
変数 aD 、実験区間外ダミー変数Ｚ1，Ｚ2、定額料金実験ダミー変数 bD 、

土日祝ダミー変数 dD 、月ダミー変数
mD 、時間帯ダミー変数

hD を使用

している。 
自動車交通需要配分率決定モデルの分析に用いるデータは、（2004年1月
～2005年9月までの24時間）×（6区間）のサンプル数92016のパネルデ
ータである。ガソリン価格は、月別データしかない為、ある月に購入したガ

ソリンは、その購入月に使用すると仮定して21ヶ月分のデータを利用した。 
高速道路の断面交通量、区間長、速度、料金に関するデータは『中日本高

速株式会社』、一般道の断面交通量、区間長、速度に関するデータは『名古

屋国道事務所』、伊勢湾岸道路社会実験に関する交通量、速度データは『伊

勢湾岸社会実験協議会』、ガソリン価格は『石油情報センター

（http://oil-info.ieej.or.jp/）』から得ている。 
 

 【第1弾】往復割引方式 【第2弾】定額料金方式 

実施期間 平成16年9月15日～ 
10月14日 

平成16年11月1日～ 
平成17年1月31日 

実施区間 伊勢湾岸道路 
（東海ＩＣ～飛島ＩＣ） 

伊勢湾岸道路 
（東海ＩＣ～飛島ＩＣ） 

対象車種  全車種（ＥＴＣ装着者も対象） 
 入口・出口ともに東海・名港潮見・名
港中央・飛島の各インターチェンジ
間で同じ区間を往復した車両のみ
料金割引が適用される。 

 全車種（ＥＴＣ装着車も対象）
 事前に登録した車両のみ適
用される。 

実施時間 24時間（終日） 24時間（終日） 

割引方法 往路は通常通り走行し、料金を支払う。
往路の料金支払い時に係員から復路無
料通行券を受け取り、復路の料金支払
い時に復路無料通行券を渡す。ＥＴＣ車
は通常通りの走行で自動的に割引が適
用される。 

事前に登録を行い、一般車は、定
期券と車両証明書を提示する。Ｅ
ＴＣ車は登録をおこなえば通常通
りの利用方法。事前に登録した区
間の利用のみに適用される。 

割引率 50％ 50～60％ 
（1ヶ月に30往復した場合） 
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4推計結果                           
 主要な推計結果は表3、表4のようになった。 

【表3】小型車・主要な推計結果 

【表4】大型車・主要な推計結果 

 
伊勢湾岸道路の一般化費用のパラメータα1は、小型車と大型車とも１％の

有意水準で有意であり、符号は負となっている。このことから、高速道路料

金の低下及び、高速道路利用による走行の一般化費用の低下は、高速道路の

利用を増加させ、一般道の利用を減少させることにより、自動車交通需要配

分率は増加することを意味している。 
実験ダミー×実験区間ダミーのパラメータαa，αbは、実験区間における

実験時の価格効果以外の自動車交通需要配分率に与える効果を表している。 
往復割引実験ダミー×実験区間ダミーのパラメータαaは小型車と大型車

とも 1％の有意水準で有意であり、符号は負となっている。これは、往復割
引実験は、往路・復路ともに同一ルートを利用しなければ適用されないとい

う制約がある為、単純に価格を低下させることによる交通需要配分率の増加

を弱める効果がある為だと考えられる。 
 定額割引実験ダミー×実験区間ダミーのパラメータαbは、小型車は1％の
有意水準、大型車は 5％の有意水準で有意であり、符号は負となっている。
これは、定額割引実験では、事前に高い金額を支払って定期券を購入しなけ

ればならないという制約があり、単純に価格を低下させることによる交通需

要配分率の増加を弱める効果がある為だと考えられる。 
 
5交通需要の価格弾力性                      
 交通需要の高速道路料金による価格弾力性は以下のようにして求まる。 
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ただし、

H

sλ は伊勢湾岸自動車道の区間 s の価格弾力性、 G
sλ は国道 23

号の区間sの価格弾力性を表している。N H
s ，NG

s をデータ期間の平均とし

て、伊勢湾岸自動車道交通需要の価格弾力性を計算すると以下の表5のよう
になった。 

 

【表5】価格弾力性 

 
 
 

 価格弾力性は、区間2と区間5で大きく、この区間では伊勢湾岸自動車道
の交通需要は、高速道路料金に対して非常に弾力的である。また、小型車に

比べ大型車の価格弾力性が大きい。例えば、区間2の価格弾力性は-0.964と
なっている。このことは、価格が 1％増加上昇すると、伊勢湾岸自動車道の
小型車の需要は約1％減少することを意味している。 
 
6限界混雑費用の推計                      
混雑費用Esは以下のようにして求まる。 
 

Es＝時間費用×平均速度低下時間損失×利用台数 
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しかし、小型車1台が通過する場合と、大型車1台が通過する場合では平
均速度低下時間損失は異なり、また大型車と小型車では時間費用ｗも異なる

為、Esは次のように表せる。 
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ただし、

GS
sN ，

GL
sN はそれぞれ小型車・大型車交通量、ｗS，ｗLは小

型車・大型車時間費用を表す。区間平均速度
G

sV や区間自動車台数
G
sN は

時間帯別に異なる為、一律に混雑費用は計算できない。よって、代表例とし

て、全時間帯の限界混雑費用の平均を、実験前・中に分けて一般道平均速度

関数を用いて計算すると、表6のようになった。 
 

実験前・中限界混雑費用[全時間帯平均]（円） 

 区間1 区間2 区間3 区間4 区間5 区間6

実験前 2630 3353 517  2667  3137 572 

往復割引 2014 2643 416  2026  2415 436 

定額割引 1967 2656 413  2126  2692 480 

【表6】限界混雑費用 

 
7結論                              
 伊勢湾岸道路では、渋滞の深刻な国道 23号の交通量を伊勢湾岸道路に転
換させるために、高速道路料金を値下げするという社会実験が実施されてい

た。本研究では、交通需要配分比率関数を推計することにより、このような

実験が、実際に一般道から高速道路への交通量の誘導に役立ったかどうかを

検証した。その結果、高速道路料金の値下げ実験は、高速道路の利用比率を

高める効果があることが明らかとなった。しかし、その一方で割引を実施す

る区間を小さく設定すると、通常割引区間外と割引区間をまたがって利用す

るような交通が、割引時は割引区間のみを利用するようなインセンティブが

働くことがわかった。 
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i伊勢湾岸自動車道は、社会実験区域である飛島ＩＣ～東海ＩＣのみ一般有料道路（伊勢湾岸道路）となって

いる。 
ii インターペア交通量（ＩＣペア交通量）は、あるインターチェンジから入り、あるインターチェンジから
出た交通量。 

小型車 

変数 パラメータ 標準誤差 ｔ値 

定数項（α0 ） -0.894 ** 0.018 -49.048

一般化費用[伊勢湾岸]（α1 ） -0.233E-02 ** 0.379E-04 -61.547

一般化費用[国道23号]（α2 ） -0.715E-07  0.409E-07 -1.748

往復割引実験ダミー×実験区間外ダミー（αa1 ） -0.218 ** 0.016 -14.048

往復割引実験ダミー×実験区間外ダミー（αa3 ） -0.012  0.016 -0.767

定額割引実験ダミー×実験区間ダミー（αb1 ） 0.187 ** 0.013 14.826

定額割引実験ダミー×実験区間ダミー（αb3 ） 0.182 ** 0.013 14.477

**,*はそれぞれ棄却域1、5%の有意水準で有意であることを表す。 

大型車 

変数 パラメータ 標準誤差 ｔ値 

定数項（α0 ） -1.444 ** 0.019 -76.888

一般化費用[伊勢湾岸]（α1 ） -0.176E-02  0.232E-04 -75.559

一般化費用[国道23号]（α2 ） -0.537E-07 ** 0.291E-07 -1.847

往復割引実験ダミー×実験区間外ダミー（αa1 ） -0.143 ** 0.015 -9.456

往復割引実験ダミー×実験区間外ダミー（αa3 ） -0.065 ** 0.015 -4.271

定額割引実験ダミー×実験区間ダミー（αb1 ） 0.074 ** 0.012 6.016

定額割引実験ダミー×実験区間ダミー（αb3 ） 0.108 ** 0.012 8.781

**,*はそれぞれ棄却域1、5%の有意水準で有意であることを表す。 

価格弾力性 

 区間1 区間2 区間3 区間4 区間5 区間6

小型車 -0.780  -0.964  -0.517  -0.755  -0.866 -0.513 

大型車 -1.197  -1.779  -1.251  -1.171  -1.741 -1.175 


